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法令および定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計算書類の株主資本等変動計算書

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

「連結計算書類の連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連

結注記表」および「計算書類の株主資本等変動計算書」、「計算書類

の個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基づ

き、招集ご通知の１頁に記載の各ウェブサイトに掲載しております。

第78期定時株主総会招集ご通知に際しての

交付書面非記載事項

木村化工機株式会社
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで）

　 （単位：百万円）

項 目

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,030 128 13,369 △509 14,018

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △514 △514

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,309 2,309

自 己 株 式 の 取 得 △  0 △  0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 変 動 額 ( 純 額 )

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,794 △  0 1,794

当 期 末 残 高 1,030 128 15,163 △509 15,813

項 目

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 868 0 2,200 362 3,431 17,450

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △514

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,309

自 己 株 式 の 取 得 △  0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 変 動 額 ( 純 額 )

△ 71 △  0 △ 28 △ 11 △111 △111

当 期 変 動 額 合 計 △ 71 △  0 △ 28 △ 11 △111 1,683

当 期 末 残 高 796 ― 2,172 351 3,319 19,133

－ 1 －
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 フォレコ株式会社

(２)非連結子会社の状況

該当なし

２. 持分法の適用に関する事項

　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

３. 連結の範囲及び持分法適用の異動状況に関する事項

(１)連結子会社

異動なし

(２)持分法適用会社

異動なし

４. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日は、連結会計年度末日と同一であります。

５. 会計方針に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等 　　　 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品　…個別法

原材料　…先入先出法

③ デリバティブ

　時価法によっております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　15～50年

機械装置及び工具器具備品　５～８年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

－ 2 －
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連結注記表

(３)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため､支給見込額に基づき計上しております｡

③ 役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えて､当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております｡

　なお、当社は業績連動型の役員株式給付制度を導入しており役員賞与引当金制度はありま

せん。

④ 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末の未引渡工事のうち、損失が

発生すると見込まれ、かつ、当連結会計年度において当該損失額を合理的に見積もることが

可能な工事について、当連結会計年度以降の損失見積額を計上しております。

⑤ 完成工事補償引当金

　完成工事に係る無償で行う補修費用に備えるため、当連結会計年度末以前の引渡工事につ

いて、過去の実績率に基づく補償見込額のほか、当該損失を合理的に見積もることが可能な

特定個別工事に対しては、将来の補償見込額を計上しております。

⑥ 役員株式給付引当金

　役員向け株式交付規程に基づく当社の取締役への当社株式の交付に備えるため、当連結会

計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　なお、対象者は当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）のみで

あり、連結子会社等の役員は対象外であります。

(４)退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額をその発生した連結会計年度から費用処理することとし

ております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

③ 退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

(５)収益及び費用の計上基準

　工事契約については、当事者間で合意された実質的な取引の単位に基づいて、工事収益総

額、工事原価総額及び決算日における工事進捗度を合理的に見積り、これに応じて当連結会計

年度の工事収益を認識しております。

　なお、工事進捗度の見積方法は、発生原価に基づくインプット法によっております。製品の

販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充

足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。

(６)その他連結計算書類作成のための重要な事項

① ヘッジ会計の処理

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を行っております。

－ 3 －
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連結注記表

（会計方針の変更に関する注記）

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会

計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第

65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の

連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会

計年度の期首から適用しております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

　　一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる売上高

　　(１)当年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる売上高　12,679百万円

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　工事契約については、契約における取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれ

る時点までの期間がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり

収益を認識する方法を適用しております。

なお、履行義務の充足に係る工事進捗度の見積りは、工事原価総額に対する当連結会計年度

末までの発生原価の割合に基づき算定しております。工事完了までの工事原価総額について

は、工事進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があることから、その見積りを継続的に

見直しておりますが、一定の不確実性が伴うことから、翌連結会計年度以降の連結計算書類に

おいて認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（追加情報）

　（役員向け株式交付信託について)

　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当

社の取締役を対象にした株式報酬制度「役員向け株式交付信託」を導入しております。

　(１)取引の概要

　本制度は、当社が定めた「役員向け株式交付規程」に基づき、取締役に、毎期、一定のポイント

を付与し、原則として退任時に、付与ポイントに相当する当社株式が交付される仕組みとなってお

ります。

　また、取締役に交付する株式については、当社があらかじめ信託設定した金銭により、信託銀行

が第三者割当により当社から取得し、信託財産として保管・管理しております。

　(２)会計処理

　「役員向け株式交付信託」については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用して

おります。

　(３)信託が保有する自己株式

　信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、当連結会計年度末509百万円で、株主資本

において自己株式として計上しております。

　また、当該株式の連結会計年度末株式数は、793,603株であり、１株当たり情報の算出上、控除

する自己株式に含めております。

－ 4 －
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連結注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 4,707百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 6,800百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 6,800百万円

一般管理費に含まれる研究開発費 272百万円

普通株式 20,600,000株

決 議 株式の種類 配当の原資

配 当 金

の 総 額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

令和６年５月10日

取締役会
普通株式 利益剰余金 514 25.00

令和６年

３月31日

令和６年

６月５日

　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が2025年３

月31日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（た

だし、2026年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

30.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が2026年４月１日以降のものについては31.5％に変更

されております。

　この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は10百万円増加し、当連

結会計年度に計上された法人税等調整額が19百万円減少、その他有価証券評価差額金が８百万円減

少しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

２. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

・再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

定める固定資産税評価額によっております。

・再評価を行った年月日　　　平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

 1,583百万円

３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行10行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）

なお、当期総製造費用に含まれるものはありません。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項

(１)配当金支払額

注 令和６年５月10日取締役会決議による配当金の総額には、この配当金の基準日である令和６年３

月31日現在で役員向け株式交付信託が所有する当社株式793,603株に対する配当金19百万円が含

まれております。

－ 5 －
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決 議 株式の種類 配当の原資

配 当 金

の 総 額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

令和７年５月９日

取締役会
普通株式 利益剰余金 844 41.00

令和７年

３月31日

令和７年

６月11日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の。

注 令和７年５月９日取締役会決議による配当金の総額には、この配当金の基準日である令和７年３

月31日現在で役員向け株式交付信託が所有する当社株式793,603株に対する配当金32百万円が含ま

れております。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。デリバティブは、外貨建債務の為替変動リスクを回避するこ

と、また、金融負債に係る金利変動リスクを回避することを目的として実施するものであり、

投機的な取引は行わない方針であります。

(２)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、

定期的に把握及び対応を行う体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であります。主に上場株式は、市

場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握し、明細表を作成する等の方

法により管理しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、ほぼ全てが４ヶ月以内の支払期

日であります。

　なお、一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則とし

て為替予約を利用して為替変動リスクをヘッジしております。

　長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。

　また、これら営業債務、借入金等の金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、資金

繰計画を作成する等の方法により管理しております｡

２. 金融商品の時価等に関する事項

　令和７年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

　なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 ０百万円）は、「①投資有価証券　そ

の他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売

掛金、電子記録債権、電子記録債務は短期間に決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。
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連結貸借対照表

計上額
時価 差額

① 投資有価証券

その他有価証券 2,023 2,023 －

② 長期借入金 (1,505) (1,494) （11）

エンジニアリン

グ事業
化工機事業

エネルギー・

環境事業
計

一時点で移転され

る財又はサービス
2,231 9,814 1,705 13,751

一定の期間にわた

り移転される財又

はサービス

5,053 2,212 5,413 12,679

合計 7,285 12,027 7,118 26,431

（単位：百万円）

注１. 負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

２. 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価:同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定し

た時価

　　レベル２の時価:レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価

　　レベル３の時価:重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が低いレベルに時価を分類してお

ります。

３. 長期借入金には一年内に返済予定の金額515百万円を含めております。

４. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。レベル１のインプット以外の直接又は間
接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価はレベル２の時価に分類しております。

② 長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(収益認識に関する注記)

(１)収益の分解

　当グループは、化学機械装置の設計・製作・据付工事を行うエンジニアリング事業、化学機

械装置の現地工事・メンテナンス業務を行う化工機事業及び原子力を含むエネルギー・環境関

連機器の設計・製作・据付工事を行うエネルギー・環境事業を営んでおり、各事業の売上高

は、7,285百万円、12,027百万円及び7,118百万円であります。

収益認識の時期　　                                                    (単位:百万円)

(２)収益を理解するための基礎となる情報は「５．会計方針に関する事項（５）収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

１. １株当たり純資産額 966円02銭

２. １株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 116円61銭

(３)顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高

　顧客との契約から生じた債権（注１）   7,978百万円

　契約資産　　　　　　　　　　　　　   4,432百万円

　契約負債　　　　　　　　　　　　　　 3,487百万円

　　　　（注１）顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、連結貸借対照表のうち「受取手形、

売掛金及び契約資産」に含まれております。

　　　　（注２）契約負債は、連結貸借対照表のうち「前受金」に含まれております。

（１株当たり情報に関する注記）
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株主資本等変動計算書（令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで）

　 （単位：百万円）

項 目

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資 産
圧 縮
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,030 103 25 128 154 0 12,790 12,945 △509 13,594

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △514 △514 △514

固定資産圧縮積立金の取崩 △  0 0 ― ―

税率変更による固定資産
圧 縮 積 立 金 の 減 少

△  0 0 ― ―

当 期 純 利 益 2,288 2,288 2,288

自 己 株 式 の 取 得 △  0 △  0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― △  0 1,773 1,773 △  0 1,773

当 期 末 残 高 1,030 103 25 128 154 0 14,563 14,718 △509 15,368

項 目

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 868 0 2,200 3,069 16,663

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △514

固定資産圧縮積立金の取崩 ―

税率変更による固定資産
圧 縮 積 立 金 の 減 少

―

当 期 純 利 益 2,288

自 己 株 式 の 取 得 △  0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 変 動 額 ( 純 額 )

△ 71 △  0 △ 28 △100 △100

当 期 変 動 額 合 計 △ 71 △  0 △ 28 △100 1,672

当 期 末 残 高 796 ― 2,172 2,968 18,336
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(１)子会社及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(２)その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

② 市場価格のない株式等 　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(３)棚卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 仕掛品　…個別法

② 原材料　…先入先出法

(４)デリバティブ

　時価法によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　15～50年

機械装置及び工具器具備品　５～８年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(２)無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

(３)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３. 引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(２)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(３)工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失が発生す

ると見込まれ、かつ、当事業年度において当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事に

ついて、当事業年度以降の損失見積額を計上しております。

(４)完成工事補償引当金

　完成工事に係る無償で行う補修費用に備えるため、当事業年度末以前の引渡工事について、

過去の実績率に基づく補償見込額のほか、当該損失を合理的に見積もることが可能な特定個別

工事に対しては、将来の補償見込額を計上しております。
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(５)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は､その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年）に

よる定額法により按分した額をその発生した事業年度から費用処理することとしております｡

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

(６)役員株式給付引当金

役員向け株式交付規程に基づく当社の取締役への当社株式の交付に備えるため、当事業年度

末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準

　工事契約については、当事者間で合意された実質的な取引の単位に基づいて、工事収益総額、

工事原価総額及び決算日における工事進捗度を合理的に見積り、これに応じて当事業年度の工事

収益を認識しております。

　なお、工事進捗度の見積方法は、発生原価に基づくインプット法によっております。製品の販

売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ

れると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。

５. ヘッジ会計の処理

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っております。

（会計方針の変更に関する注記）

　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

 　「法人税、住民税および事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下、「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

　　一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる売上高

　　(１)当年度の計算書類に計上した金額

　　　　一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる売上高　12,631百万円

　　(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　　工事契約については、契約における取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれ

る時点までの期間がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり

収益を認識する方法を適用しております。

なお、履行義務の充足に係る工事進捗度の見積りは、工事原価総額に対する当事業年度末

までの発生原価の割合に基づき算定しております。工事完了までの工事原価総額について

は、工事進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があることから、その見積りを継続的

に見直しておりますが、一定の不確実性が伴うことから、翌事業年度以降の計算書類におい

て認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 4,673万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 6,600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 6,600百万円

営業取引以外の取引高 1百万円

２. 一般管理費に含まれる研究開発費 272百万円

（追加情報）

　（役員向け株式交付信託について)

　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社

の取締役を対象にした株式報酬制度「役員向け株式交付信託」を導入しております。

　(１)取引の概要

　本制度は、当社が定めた「役員向け株式交付規程」に基づき、取締役に、毎期、一定のポイント

を付与し、原則として退任時に、付与ポイントに相当する当社株式が交付される仕組みとなってお

ります。

　また、取締役に交付する株式については、当社があらかじめ信託設定した金銭により、信託銀行

が第三者割当により当社から取得し、信託財産として保管・管理しております。

　(２)会計処理

　「役員向け株式交付信託」については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じて、総額法を継続して

おります。

　(３)信託が保有する自己株式

　信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、当事業年度末 509百万円で、株主資本にお

いて自己株式として計上しております。また、当該株式の期末株式数は、793,603株であり、１株

当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

（貸借対照表に関する注記）

２. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行っております。

　なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額によっております。

・再評価を行った年月日　　　平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

 1,583百万円

３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行10行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）

１. 関係会社との取引高

なお、当期総製造費用に含まれるものはありません。

－ 12 －



2025/05/28 17:35:07 / 24181939_木村化工機株式会社_招集通知

個別注記表

当事業年度

期首株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 793,628 75 ― 793,703

合計 793,628 75 ― 793,703

　　　　　未払事業税    34百万円

　　　　　賞与引当金   151

　　　　　完成工事補償引当金    32

　　　　　退職給付引当金   429

　　　　　役員株式給付引当金   154

　　　　　長期未払金    17

　　　　　資産除去債務    17

　　　　　投資有価証券評価損    50

　　　　　ゴルフ会員権評価損     5

　　　　　その他    85

　　　　　繰延税金資産小計   980

　　　　　評価性引当額  △57

　　　　　繰延税金資産合計   922

　　　　固定資産圧縮積立金     0

　　　　その他有価証券評価差額金  307

　　　　繰延税金負債合計   307

　　　　繰延税金資産の純額   615

　　　　　法定実効税率     30.6％

　　　　　（調整）

　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目      1.2％

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △0.2％

　　　　　住民税均等割      0.7％

　　　　　税額控除    △3.5％

　　　　　税率差異    △0.6％

　　　　　その他    △0.7％

　　　　　税効果会計適用後の法人税率等の負担額     27.5％

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

注１. 普通株式の自己株式数には、「役員向け株式交付信託」にかかる株式会社日本カストディ銀行（信託口）

が保有する当社株式（当事業年度期首793,603株、当事業年度末793,603株）が含まれております。

２. 自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加75株であります。

（税効果会計に関する注記）

(１)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　　繰延税金資産

　　繰延税金負債

(２)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

　(３)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が2025年

３月31日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（た

だし、2026年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

30.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が2026年４月１日以降のものについては31.5％に変

更されております。

－ 13 －
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 925円81銭

２. １株当たり当期純利益 115円54銭

     

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は10百万円増加し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が19百万円減少、その他有価証券評価差額金が８百万円減

少しております。

(収益認識に関する注記)

　収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注） 連結計算書類および計算書類に記載の数値は、表示単位未満を切り捨てて表記しております。

－ 14 －


